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2024 年度 決算公告 

  

東京都新宿区西新宿 2-1-1 新宿三井ビル  

アフラック生命保険株式会社 

代表取締役社長 古出 眞敏 

 

 

 
  

（単位：百万円）

科　　目 金　額 金　額

（資産の部）

    165,173  10,517,521

預貯金     165,173     148,715

     20,913  10,368,719

 10,820,354          85

国債   4,904,324       8,895

地方債      85,771      33,228

社債     353,574      30,000

株式      73,234     601,302

外国証券   5,399,670     421,995

その他の証券       3,778      76,891

  1,096,641      25,029

保険約款貸付      26,342      29,678

一般貸付   1,070,299       3,335

     13,257      40,840

土地       4,973         633

建物       7,097         328

リース資産         323       1,876

その他の有形固定資産         863         683

     14,302           8

ソフトウェア       7,706       3,610

その他の無形固定資産       6,595      90,097

     39,618  11,284,654

    152,150

未収金      35,032

前払費用      12,123      30,000

未収収益      56,774      30,000

預託金       4,309      30,000

金融派生商品         302     633,793

金融商品等差入担保金      41,452     633,793

仮払金       1,524 繰越利益剰余金     633,793

その他の資産         631     693,793

      4,283     356,208

     17,588     356,208

   △ 9,628   1,050,001

資産の部合計  12,334,656  12,334,656

繰延税金資産 評価・換算差額等合計

貸倒引当金 純資産の部　合計

負債及び純資産の部合計

資本準備金

利益剰余金

その他利益剰余金

株主資本合計

前払年金費用 その他有価証券評価差額金

有形固定資産 金融派生商品

金融商品等受入担保金

資本剰余金

資産除去債務

仮受金

無形固定資産 その他の負債

退職給付引当金

価格変動準備金

再保険貸 負債の部  合計

その他資産

（純資産の部）

資本金

リース債務

未払費用

預り金

貸付金 未払金

支払備金

買入金銭債権 責任準備金

有価証券 契約者配当準備金

代理店借

再保険借

社債

その他負債

債券貸借取引受入担保金

未払法人税等

現金及び預貯金 保険契約準備金

２０２４年度（２０２５年３月３１日現在）貸借対照表

科　　目

（負債の部）
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（貸借対照表の注記） 

 

1. 有価証券（現金及び預貯金・買入金銭債権のうち有価証券に準じるものを含む）の評価は、満

期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、「保険業における「責

任準備金対応債券」に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会 業種

別監査委員会報告第 21 号）に基づく責任準備金対応債券については移動平均法による償却原価

法（定額法）、子会社株式については原価法、その他有価証券については、3 月末日の市場価

格等に基づく時価法（売却原価の算定は移動平均法、ただし市場価格のない株式等については

移動平均法による原価法）によっています。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しています。 

 

2. 個人保険・個人年金保険に設定した小区分（責任準備金の残存年数や保険商品又はこれらの組

み合わせを用いる事により設定する）に対応した債券のうち、負債に応じたデュレーションの

コントロールを図る目的で保有するものについて、「保険業における「責任準備金対応債券」

に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会 業種別監査委員会報告第

21 号）に基づき、責任準備金対応債券に区分しています。 

なお、ALM 運用の高度化の観点から、当期において、責任準備金対応債券を管理する小区分に

含まれる保険商品を追加しています。これらの変更による損益への影響はありません。 

 

3. デリバティブ取引の評価は、時価法によっています。 

 

4. 有形固定資産の減価償却の方法は、次の方法によっています。 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法（ただし、1998 年 4 月 1 日以降に取得した建物（2016 年 3 月 31 日以前に取得し

た附属設備、構築物を除く）については定額法）を採用しています。 

 

(2) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しています。 

 

なお、取得価額が 10 万円以上 20 万円未満のものについては、3 年間で均等償却を行っていま

す。 

 

5. 外貨建資産・負債（子会社株式を除く）は、決算日の為替相場により円換算しています。なお、

子会社株式は、取得時の為替相場により円換算しています。 

 

6. 貸倒引当金は、資産自己査定に基づく償却・引当要領に則り、貸倒実績率に基づき算定した額

及び個別に見積もった回収不能額を計上しています。 
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すべての資産は、資産自己査定規程に基づき、関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独

立した部署が査定結果を検証しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っています。 

 

7. 退職給付引当金（前払年金費用）は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基づき、計上しています。 

退職給付債務並びに退職給付費用の処理方法は以下のとおりです。 

 

退職給付見込額の期間帰属方法 期間定額基準 

数理計算上の差異の処理年数 10 年 

過去勤務費用の処理年数 10 年 

 

また、執行役員等の退職給付に備えるため、役員規程に基づいた要支給額を退職給付引当金に

計上しています。 

 

8. 価格変動準備金は、保険業法第 115 条の規定に基づき算出した額を計上しています。 

 

9. ヘッジ会計の方法は次のとおりです。 

(1) ヘッジ会計の方法 

ヘッジ会計の方法は、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第 10 号）に従

い、時価ヘッジ処理を採用しています。 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

外貨建担保金をヘッジ手段とし、一部の外貨建資産をヘッジ対象としています。 

(3) ヘッジ方針 

資産運用に関する社内規程等に基づき、ヘッジ対象に係る為替リスクを一定の範囲内

でヘッジしています。 

(4) ヘッジの有効性評価の方法 

ヘッジの有効性の判定は、ヘッジ対象とヘッジ手段の時価変動を比較する比率分析に

より行っています。 

 

10. 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。ただし、資産に係る控除対象

外消費税等のうち、税法に定める繰延消費税等については、前払費用に計上し 5 年間で均等償

却し、繰延消費税等以外のものについては、発生年度に費用処理をしています。 

 

11. 責任準備金は、保険契約上の責任が開始している契約について、保険契約に基づく将来の債務

の履行に備えるための、保険業法第 116 条の規定に基づく準備金であり、算出方法書（保険業

法第 4 条第 2 項第 4 号）に記載された方法に従って計算しています。 

責任準備金のうち保険料積立金については、次の方式により計算しています。 

(1) 標準責任準備金の対象契約については、内閣総理大臣が定める方式（平成 8 年大蔵省

告示第 48 号） 
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(2) 標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純保険料式 

なお、平成 10 年大蔵省告示第 231 号及び平成 12 年金融監督庁・大蔵省告示第 22 号に基づき実

施した第三分野保険のストレステスト及び負債十分性テストの結果を踏まえ、当期末において、

第三分野保険の一部の契約を対象として、保険料積立金 15,870 百万円を計上しています。 

 

また、責任準備金については保険業法施行規則第 80 条に基づき、毎決算期において、適正に積

み立てられていることを保険計理人が確認しています。 

 

責任準備金のうち危険準備金については、保険業法施行規則第 69 条第 1 項第 3号に基づき、保

険契約に基づく将来の債務を確実に履行するため、将来発生が見込まれる危険に備えて積み立

てています。 

 

12. 既発生未報告支払備金 （まだ支払事由の発生の報告を受けていないが保険契約に規定する支払

事由が既に発生したと認める保険金等をいう。以下同じ。）については、新型コロナウイルス

感染症と診断され、宿泊施設又は自宅にて医師等の管理下で療養をされた場合（以下「みなし

入院」という。）等に入院給付金等を支払う特別取扱を 2023 年 5 月 8日以降終了したことによ

り、平成 10 年大蔵省告示第 234 号（以下「IBNR 告示」という。）第 1条第 1 項本則に基づく

計算では適切な水準の額を算出することができないことから、IBNR 告示第 1 条第 1 項ただし書

の規定に基づき、以下の方法により算出した額を計上しています。 

（計算方法の概要） 

IBNR 告示第 1 条第 1 項本則に掲げる全ての事業年度の既発生未報告支払備金積立所要額及び保

険金等の支払額から、みなし入院に係る額を除外した上で、IBNR 告示第 1 条第 1 項本則と同様

の方法により算出しています。 

 

13. 無形固定資産に計上しているソフトウェアの減価償却は、利用可能期間に基づく定額法によっ

ています。なお、取得価額が 10 万円以上 20 万円未満のものについては、3 年間で均等償却を

行っています。 

 

14. 当期末までに公表されているものの、適用されていない主な会計基準等は次のとおりです。 

・「リースに関する会計基準」（企業会計基準第 34 号 2024 年 9 月 13 日） 

・「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 33 号 2024 年 9 月 13 日） 

ほか、関連する企業会計基準、企業会計基準適用指針、実務対応報告及び移管指針の改正 

(1) 概要 

国際的な会計基準と同様に、借手のすべてのリースについて資産・負債を計上する等の

取り扱いを定めるものです。 

(2) 適用予定日 

2028 年 3 月期の期首から適用予定です。 

(3) 当該会計基準等の適用による影響 

当該会計基準等の適用による影響は現在評価中です。 
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15. 会計上の見積りの開示に関する事項は、次のとおりです。 

当年度の財務諸表に計上した金額が会計上の見積りによるもののうち、翌年度の財務諸表に重

要な影響を及ぼすリスクがある項目に関する情報は以下の注記に含まれています。 

・金融商品の時価等に関する事項 - 注記 16 

 

16. 金融商品の状況に関する事項、金融商品の時価等に関する事項及び金融商品の時価の適切な区

分ごとの内訳等に関する事項は以下のとおりです。 

    (1) 金融商品の状況に関する事項 

     ① 金融商品に対する取組方針 

当社は、終身保障型、平準払いのがん保険や医療保険を主力商品としており、これら

保険商品の特性に見合ったポートフォリオを構築するべく、安全性の高い長期確定利

付資産を運用資産の中核と位置付け、投資活動を行っています。 

なお、デリバティブについては、リスクを低減するためのヘッジ目的の取引を除い

て原則禁止しており、投機目的では行わないこととしています。 

資金調達については、主として、資金調達手段の多様化を目的に、劣後債の発行に

よる資本市場からの資金の調達を行っています。 
 

     ② 金融商品の内容及びそのリスク 

当社の運用資産ポートフォリオは、円建の長期確定利付資産（有価証券・貸付金）

を中心に構成されており、金利リスクや、発行体や債務者の信用リスク及びスプレ

ッドリスク（クレジットスプレッドの変動により時価が下落するリスク）に晒され

ています。また、外貨建の公社債や投資信託、利息のみ外貨建の確定利付資産（有

価証券・貸付金）等への投資も行っており、これらは為替リスクにも晒されていま

す。デリバティブを内包する金融商品を一部保有しており、それらは金利・為替リ

スクの他、第三者の信用リスク、及び取引先の契約不履行に係る信用リスクに晒さ

れています。 

なお、当社が保有する株式（信託で保有するものを含む）は運用資産全体の約 4％

であり、株価変動による運用資産ポートフォリオへの影響は限定的です。 

デリバティブ取引については、外貨建資産の一部に関する為替リスクのヘッジ手段

として為替予約及び通貨オプションを利用し、また、運用資産に係るキャッシュ・

フロー変動リスクを経済的にヘッジする目的で、金利スワップを利用しています。

なお、ヘッジ会計は適用しておりません。 

この他、当社では現金担保及び有価証券担保にて債券貸借取引を行っています。 

資金調達における社債は、予期せぬ資金の流出等により支払期日にその支払を実行

できなくなる流動性リスクや、通常より著しく高い金利で資金調達を余儀なくされ

る金利リスクに晒されています。 
 

     ③ 金融商品に係るリスク管理体制 
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当社では、統合リスク管理を行うための基本的事項を定めた「統合リスク管理規程」

及び管理方法を定めた「統合リスク管理要領」に基づき、資産運用リスク量（市場関

連リスク量、信用リスク量）にリスク量の枠（リスク枠）を設定し、バリュー・アッ

ト・リスク（VaR）を用いて計量化したリスク量がリスク枠の範囲内に収まるようコ

ントロールしています。 
 

資産運用に係るリスクについては、リスク管理の状況を総合的に把握する「ＥＲＭ

委員会」のもとに設置された「資産運用リスク・ＡＬＭ部会」において、資産運用

リスクの主管部門より、市場関連リスク、信用リスク、流動性リスク等の月次モニ

タリング結果の報告が行われています。また、資産運用に係るリスク管理の状況に

ついて、資産運用リスク・ＡＬＭ部会長よりＥＲＭ委員会において定期的に報告さ

れています。 
 

市場関連リスクについては、リスクを構成する要素である円金利リスク、外国金利

リスク、為替リスク、株価変動リスク、不動産投資リスク、スプレッドリスク毎に、

バリュー・アット・リスク（VaR）を用いたリスク量の測定、モニタリングを月次

で行い、リスク枠の範囲内で適切な資産配分を行っています。 
 

信用リスクについては、格付に基づく想定デフォルト率、格付遷移確率、回収率等

を用いてバリュー・アット・リスク（VaR）を測定し、信用リスク量としています。

また、信用状況に応じて与信先に対する投資限度額を定め、与信集中を管理・抑制

したうえで、保有資産の個別の信用状況についてモニタリング・分析・評価を行っ

ています。 

 

流動性リスクについては、金融市場の混乱による取引量の急減に起因する金融資産

の市場流動性低下に備えて、換金性の高い資産を一定額以上保有しています。また、

資金繰りリスクの顕在化を防止するため、入出金のモニタリングやストレステスト

による影響分析を定期的に行い、予期せぬ資金の流出に備えて流動性危機時の対応

計画を策定しています。 

 

      ④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件

を採用することにより、当該価額が変動することがあります。 
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(2) 金融商品の時価等に関する事項 

主な金融資産及び金融負債に係る貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は、次のとおりです。なお、市場価格のない株式等は、次表には含まれていません。

また、譲渡性預金以外の現金及び預貯金、金融商品等差入担保金、債券貸借取引受入

担保金、金融商品等受入担保金は、現金であること、又は短期間で決済されるため時

価が帳簿価格と近似しているものと想定されることから注記を省略しています。 

(単位：百万円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 
(1)現金及び預貯金（譲渡性預金）    
       ①その他有価証券 23,682 23,682 – 
(2)買入金銭債権    
       ①その他有価証券 20,913 20,913 – 
(3)有価証券    
       ①満期保有目的の債券 2,931,680 2,985,996 54,316 
       ②責任準備金対応債券 2,661,211 2,268,807 △392,403 
       ③その他有価証券 5,118,338 5,118,338 – 

小計 10,711,230 10,373,142 △338,087 
(4)貸付金    
       ①保険約款貸付 26,342 26,342 – 
       ②一般貸付 1,070,299 1,169,173 98,873 
                  貸倒引当金(*1) △9,321   

小計 1,087,320 1,195,515 108,195 
資産計 11,843,146 11,613,254 △229,891 

(1)社債 30,000 29,316 △684 
負債計 30,000 29,316 △684 

デリバティブ取引(*2)    
    ヘッジ会計が    
    適用されていないもの (40,537) (40,537) – 
    ヘッジ会計が     
    適用されているもの – – – 

デリバティブ取引計 (40,537) (40,537) – 
(*1) 貸付金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しています。 
(*2) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の 
        債務となる項目については、（    ）で示しています。 
 

なお、非上場株式等の市場価格のない株式等及び時価算定会計基準適用指針第 24－16

項を適用した組合出資金等については、有価証券に含めていません。 

当該非上場株式及びリミテッド・パートナーシップの出資持分の当期末における貸借

対照表計上額は、非上場株式 87,912 百万円（うち子会社株式 83,943 百万円）及びリ

ミテッド・パートナーシップの出資持分 21,212 百万円です。 
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有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 
 

①有価証券 

保有目的ごとの有価証券の時価等に関する状況は以下のとおりです。 

 

満期保有目的の債券 (単位：百万円） 
種類 貸借対照表計上額 時価 差額 

時価が貸借対照表 
計上額を超えるもの 

(1)公社債 1,552,043 1,609,460 57,417 
(2)外国証券 393,456 414,460 21,003 

小計 1,945,499 2,023,920 78,420 

時価が貸借対照表 
計上額を超えないもの 

(1)公社債 913,180 890,584 △ 22,595 
(2)外国証券 73,000 71,490 △ 1,509 

小計 986,180 962,075 △ 24,104 
合計 2,931,680 2,985,996 54,316 

 

満期保有目的の債券について、当期中の売却はありません。 
 

従来、満期保有目的の債券に区分していた外国証券（額面金額 20,000 百万円）につい

て、債券発行者の信用状態が著しく悪化したために、その他有価証券に変更していま

す。この変更に伴い、貸借対照表上の外国証券が 2,535 百万円減少、繰延税金負債が

732 百万円減少、その他有価証券評価差額金が 1,802 百万円減少しています。 

 

責任準備金対応債券 (単位：百万円） 
種類 貸借対照表計上額 時価 差額 

時価が貸借対照表 
計上額を超えるもの 

(1)公社債 609,669 620,179 10,509 
(2)外国証券 6,000 6,001 1 

小計 615,669 626,180 10,511 

時価が貸借対照表 
計上額を超えないもの 

(1)公社債 1,296,586 987,633 △ 308,952 
(2)外国証券 748,955 654,993 △ 93,962 

小計 2,045,542 1,642,627 △ 402,915 
合計 2,661,211 2,268,807 △ 392,403 

 

責任準備金対応債券の当期中の売却額は 868,102 百万円、売却益の合計額は 22,009 百

万円、売却損の合計額は 53,237 百万円です。 

 

従来、責任準備金対応債券に区分していた外国証券（額面金額 3,000 百万円）につい

て、債券発行者の信用状態が著しく悪化したために、その他有価証券に変更していま

す。この変更に伴い、貸借対照表上の外国証券が 109 百万円減少、繰延税金負債が 31

百万円減少、その他有価証券評価差額金が 78 百万円減少しています。 
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その他有価証券で時価のあるもの (単位：百万円） 
種類 取得原価又は償却原価 貸借対照表計上額 差額 

貸借対照表計上額が 
取得原価又は償却原価 

を超えるもの 

(1)現金及び預貯金 
   （譲渡性預金） 21,852 21,873 21 

(2)買入金銭債権 14,615 14,625 10 
(3)公社債 154,601 162,023 7,422 
(4)株式 38,831 49,939 11,108 
(5)外国証券 2,728,286 3,324,244 595,957 
(6)その他の証券 – – – 

小計 2,958,186 3,572,706 614,520 

貸借対照表計上額が 
取得原価又は償却原価 

を超えないもの 

(1)現金及び預貯金 
   （譲渡性預金） 1,809 1,809 △ 0 

(2)買入金銭債権 6,290 6,287 △ 2 
(3)公社債 871,224 810,168 △ 61,056 
(4)株式 16,996 15,854 △ 1,142 
(5)外国証券 809,336 756,108 △ 53,227 
(6)その他の証券 – – – 

小計 1,705,656 1,590,227 △ 115,428 
合計 4,663,843 5,162,934 499,091 

 

その他有価証券の当期中の売却額は 805,392 百万円、売却益の合計額は 13,300 百万円、

売却損の合計額は 61,982 百万円です。 
 

また、その他有価証券の減損処理を実施し、648 百万円の有価証券評価損を計上して

います。 

 

②デリバティブ取引 

ヘッジ会計が適用されていないもの 

通貨関連 

     (単位：百万円) 

区分 取引の種類 契約額等(*1) 
時価 評価損益

(*2) うち 1年超 

市場取引以外
の取引 

通貨オプション取引 買建   プット 3,617,636 – 
302  △ 3,779  

(米ドル) (4,082) (–) 

合計 – – 302 △3,779 

(*1)(    )には、貸借対照表に計上したオプション料（単位：百万円）を記載しています。 
(*2)「評価損益」欄には、オプション料と時価との差額を記載しています。 
 

     (単位：百万円) 

区分 取引の種類 
契約額等 

時価 評価損益
(*1) うち 1年超 

市場取引以外
の取引 

為替予約取引    売建     
（米ドル） 25,866 –  △ 10 △ 10 

合計 – –  △ 10 △ 10 
(*1) 「評価損益」欄には、為替予約は時価を記載しています。   
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金利関連 
(単位：百万円) 

区分 取引の種類 契約額等 
時価 評価損益

(*1) うち 1年超 

市場取引以外
の取引 

金利スワップ 
固定金利受取／変動金利支払 3,107,773 2,272,704 △29,865 △29,865 
固定金利支払／変動金利受取 912,072 912,072 △10,964 △10,964 
（米ドル) 

合計  －   －  △40,830 △40,830 
(*1)「評価損益」欄には、時価を記載しています。 

       

 

主な金銭債権債務及び満期がある有価証券の決算日後の返済・償還予定額は以下のと

おりです。 
主な金銭債権債務及び満期がある有価証券の決算日後の返済・償還予定額 

(単位：百万円） 

 1 年以内 1年超 
5年以内 

5年超 
10 年以内 

10 年超（期間の定
めのないものを含

む） 

(1)現金及び預貯金（譲渡性預金）     
       ①その他有価証券 23,682 – – – 
(2)買入金銭債権     
       ①その他有価証券 20,913 – – – 
(3)有価証券     
       ①満期保有目的の債券 5,041 38,387 1,475,972 1,412,279 
       ②責任準備金対応債券 – 171,709 802,307 1,687,194 
       ③その他有価証券 232,471 593,060 1,003,509 2,899,685 

小 計 237,512 803,157 3,281,789 5,999,159 
(4)貸付金     
       ①一般貸付 82,479 393,806 229,238 364,774 

資産計 364,588 1,196,963 3,511,028 6,363,933 
(1)社債 – – – 30,000 

負債計 – – – 30,000 
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   (3) 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、

以下の 3 つのレベルに分類しています。 

レベル 1 の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格に

より算定した時価 

レベル 2 の時価：レベル 1 のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプッ

トを用いて算定した時価 

レベル 3 の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらの

インプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低い

レベルに時価を分類しています。 

 

①時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債 

(単位：百万円） 

区分 時価 
レベル 1 レベル 2 レベル 3 合計 

現金及び預貯金（譲渡性預金） 
    その他有価証券 – 23,682 – 23,682 
買入金銭債権 
    その他有価証券 – 20,913 – 20,913 
有価証券 
    その他有価証券 
       国債 863,855 – – 863,855 
       社債 – 66,752 41,584 108,336 
       株式 65,793 – – 65,793 
       外国証券 145,594 2,326,264 1,608,493 4,080,352 
デリバティブ取引 
    通貨関連 – 302 – 302 

資産計 1,075,243 2,437,916 1,650,077 5,163,237 
デリバティブ取引 
    通貨関連 – 10 – 10 
    金利関連 – 40,830 – 40,830 

負債計 – 40,840 – 40,840 
                           

              ②時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債 
(単位：百万円） 

区分 時価 
レベル 1 レベル 2 レベル 3 合計 

有価証券 
    満期保有目的 
       国債 2,431,448 – – 2,431,448 
       地方債 – 38,832 – 38,832 
       社債 – 29,764 – 29,764 
       外国証券 – 485,950 – 485,950 
    責任準備金対応債券 
       国債 1,412,981 – – 1,412,981 
       地方債 – 37,648 – 37,648 
       社債 – 157,182 – 157,182 
       外国証券 – 660,994 – 660,994 

    貸付金 
       保険約款貸付 – – 26,342 26,342 
       一般貸付 – 830,577 338,595 1,169,173 

資産計 3,844,429 2,240,952 364,937 6,450,319 
 社債 – 29,316 – 29,316 

負債計 – 29,316 – 29,316 
 



 

12 
 

 

③時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

譲渡性預金 

譲渡性預金については、価格情報を用いて時価と評価されますが、これらは取引の活

発ではない市場で取引されているため、レベル 2 に分類しています。 

 

買入金銭債権 

買入金銭債権については、価格情報を用いて時価と評価されますが、これらは取引の

活発ではない市場で取引されているため、レベル 2 に分類しています。 

 

有価証券 

上場株式の時価は取引価格の終値を用いて決定されます。これらは活発な取引のある

市場にて取引されており、時価はレベル 1 に分類しています。 

公募債の時価は、取引価格の終値、業界団体が公表する価格、公表された気配値を用

いて決定されます。これらの債券のうち活発な取引のある市場にて取引されているも

のは、レベル 1 に分類しており、主に国債が含まれます。活発ではない市場で取引さ

れている場合は、レベル 2 に分類しています。 

私募債の時価は、個別銘柄の信用リスクを反映させるため、参照可能なマーケット情

報より、金融市場が想定する当該発行体の倒産確率を推定し、その倒産確率と債務履

行順位別の期待回収率より推計した将来キャッシュ・フローを、無リスク金利で割り

引くことで算定しています。債券にコール条項が付されている場合には、そのオプシ

ョン価値を考慮しています。主なインプットは金利、為替、公募債の時価、CDS スプレ

ッド、ボラティリティです。私募債の一部については、評価日時点の市場金利に一定

の調整を加えた金利を割引率としています。また、取引実績が観察された一部の私募

債については、当該取引実績に応じて時価に調整を加えています。時価の算出にあた

り、重要なインプットデータが観察可能である場合には、レベル 2に分類し、重要な

観察できないインプットデータを用いている場合には、レベル 3 に分類しています。

（時価：満期保有目的の債券 385,428 百万円、責任準備金対応債券 449,601 百万円、

その他有価証券 342,927 百万円、簿価（償却原価）：満期保有目的の債券 368,409 百

万円、責任準備金対応債券 523,316 百万円、その他有価証券 325,090 百万円） 

仕組債の時価は、担保債の時価と内包されるデリバティブの時価からなります。担保

債の時価は公募債、私募債と同様の価格情報を用いて評価されます。デリバティブの

時価は割引現在価値法の評価技法を用いて算定しています。主なインプットは、金利、

為替、CDS スプレッドです。時価の算出にあたり、観察可能なインプットデータを用い

ているため、レベル 2に分類しています。（時価：その他有価証券 113,515 百万円、

簿価（償却原価）：その他有価証券 141,192 百万円） 

一部のインフラストラクチャー・デットの時価は、国債利回りや信用スプレッド等を

もとにした割引率を用いて将来キャッシュ・フローを現在価値に割り引くことで算定

しています。時価の算出にあたり、重要なインプットデータが観察可能である場合に
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は、レベル 2 に分類し、重要な観察できないインプットデータを用いている場合には、

レベル 3 に分類しています。（時価：その他有価証券 32,692 百万円、簿価（償却原

価）：その他有価証券 28,163 百万円）  

投資信託の時価は、市場における取引価格が存在しない投資信託について、解約又は

買戻請求に関して市場参加者からリスクの対価を求められるほどの重要な制限がない

場合には基準価額を時価としており、主な信託財産の構成物のレベルに基づき、レベ

ル 2 又はレベル 3 に分類しています。 

その他、証券化商品等の債券については取引金融機関又は運用会社から提供される価

格情報を用いて時価を算定しますが、インプットに関してレベル 2に分類するために

必要な情報が得られればレベル 2に分類し、得られなければレベル 3 に分類していま

す。 

 

貸付金 

保険約款貸付は、当該貸付を解約返戻金の範囲内に限るなどの特性により返済期限を

設けておらず、返済見込み期間及び金利条件等から、保険約款貸付の時価は、帳簿価

額と近似しているものと想定されるため、帳簿価額を時価としており、レベル 3 に分

類しています。 

一般貸付の時価は、私募債及び仕組債と同様の評価技法を用いて算定しています。時

価の算出にあたり、重要なインプットデータが観察可能である場合には、レベル 2 に

分類し、重要な観察できないインプットデータを用いている場合には、レベル 3 に分

類しています。（時価：856,012 百万円、簿価：746,069 百万円（貸倒引当金控除後）） 

また、一部の一般貸付については取引金融機関又は運用会社から提供される価格情報

を用いて時価を算定しますが、インプットに関してレベル 2 に分類するために必要な

情報が得られればレベル 2 に分類し、得られなければレベル 3 に分類しています。 

代理店向けの貸付金は、金利条件等から時価は帳簿価額と近似しているものと想定さ

れるため、帳簿価額を時価としており、レベル 3 に分類しています。 

 

社債 

当社の発行する社債の時価については、価格情報を用いて時価と評価されますが、こ

れらは取引の活発ではない市場で取引されているため、レベル 2 に分類しています。 

 

デリバティブ取引 

当社は為替予約、通貨オプション、金利スワップのデリバティブ取引を行っています。

デリバティブの時価は割引現在価値法やブラック・ショールズ・モデル等の評価技法

を用いて算出され、インプットには金利、為替が含まれており、観察可能であるため

レベル 2 に分類しています。 
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④時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債のうちレベル 3の時価

に関する情報 

a.重要な観察できないインプットに関する定量的情報 

区分 評価技法 
重要な観察
できない 
インプット 

インプットの 
範囲 

インプットの 
加重平均 

有価証券     

 その他有価証券     

     外国証券     

        私募債 内部モデル(*1) 割引率 5.6%－7.4% 6.0% 
(*1)詳細は、「(3) 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項」の「③時価の算定に用いた
評価技法及びインプットの説明」における有価証券の私募債に記載しています。 

なお、第三者（取引金融機関又は運用会社）より入手した相場価格を調整せずレベル

3 に分類される時価として使用している有価証券は含めていません。 

 

b.期首残高から期末残高への調整表、当期の損益に認識した評価損益 
(単位：百万円） 

有価証券 有価証券 
合計 その他有価証券 その他有価証券 

社債 外国証券 
期首残高 48,646 1,789,982 1,838,628 
    当会計期間の損益又は 
    その他有価証券評価差額金の変動    

       損益に計上(*1) 2 48,420 48,423 
       その他有価証券評価差額金の変動
( )

△1,088 △73,756 △74,844 
    購入、売却、発行及び決済 
       購入 – 136,555 136,555 
       売却 – △282,497 △282,497 
       発行 – – – 
       決済(償還) △5,976 △6,171 △12,147 
    レベル 3 の時価への振替(*3) – 1,072 1,072 
    レベル 3 の時価からの振替(*4) – △5,113 △5,113 
期末残高 41,584 1,608,493 1,650,077 
当期の損益に計上した額のうち貸借対照表日
において保有する金融資産及び金融負債の評
価損益 

– – – 

(*1)損益計算書の「資産運用収益」及び「資産運用費用」に含まれています。 
(*2)期首から期末の「その他有価証券評価差額金」の変動額です。税効果控除前の金額にて記載してい
ます。 
(*3)レベル 2 の時価からレベル 3の時価への振替であり、時価の算定方法の変更に伴いインプットの観
察可能性が変化したことによるものです。当該振替は会計期間の期末に行っています。 
(*4)レベル 3 の時価からレベル 2の時価への振替であり、時価の算定に用いた観察できないインプット
の重要性が低下したことによるものです。当該振替は会計期間の期末に行っています。 
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c.時価の評価プロセスの説明 

当社は時価の算定に関する方針及び手続、並びに時価評価モデルの使用に係る手続を

定めています。これらの方針及び手続に基づき、時価の算定に用いられた時価評価モ

デル及びインプット並びに算定結果としての時価の妥当性を確認しています。また、

当該確認結果に基づき時価のレベルの分類について判断しています。第三者（取引金

融機関又は運用会社）より入手した相場価格を用いて時価とする場合においては、使

用している評価技法の確認を行ったうえで、各種インデックスを用いた検証等により

価格の妥当性を確認しています。 

 

d.重要な観察できないインプットを変化させた場合の時価に対する影響に関する説明 

私募債の一部の時価の算定で用いている重要な観察できないインプットは、市場金利

に一定の調整を加えた割引率です。割引率の著しい増加（減少）は、単独では時価の

著しい低下（上昇）を生じさせることになります。 

第三者（取引金融機関又は運用会社）より入手した相場価格については、観察できな

いインプットを変動させた場合の時価への影響を定量的に把握することができないこ

とから記載を省略しています。 

 

17. 債権のうち、破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権、三月以上延滞債権並びに貸付

条件緩和債権の合計額は、41,114 百万円です。なお、それぞれの内訳は以下のとおりです。 

債権のうち、破産更生債権及びこれらに準ずる債権額は 20,933 百万円、危険債権額は 20,098

百万円、三月以上延滞債権額は 4百万円、貸付条件緩和債権額は 78 百万円です。 

 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始又は再生手続開始

の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権

です。 

 

危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化

し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で、破産

更生債権及びこれらに準ずる債権に該当しない債権です。 

 

三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日を起算日として三月以上

延滞している債権で破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権に該当しない貸付金で

す。 

 

貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、

利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他債務者に有利となる取決めを行ったもの

で、破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権、三月以上延滞債権に該当しない貸付

金です。 

 

18. 消費貸借契約により貸し付けている有価証券の貸借対照表計上額は、602,278 百万円です。 
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19. 有形固定資産の減価償却累計額は、30,103 百万円です。 

 

20. 関係会社に対する金銭債権の総額は 10,663 百万円、金銭債務の総額は 1,471 百万円です。 

 

21. 繰延税金資産の総額は、166,600 百万円、繰延税金負債の総額は、146,700 百万円です。繰延税

金資産のうち評価性引当額として控除した額は、2,310 百万円です。 

繰延税金資産の発生の主な原因別内訳は、保険契約準備金 87,698 百万円、価格変動準備金

26,038 百万円、減価償却超過額 25,108 百万円です。 

繰延税金負債の発生の主な原因別内訳は、その他有価証券評価差額金 144,663 百万円です。 

 

22. 「所得税法等の一部を改正する法律」（令和 7 年法律第 13 号）が令和 7 年 3 月に成立したこと

に伴い、2026 年 4 月 1 日以後開始する事業年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われるこ

ととなりました。これに伴い、2026 年 4 月 1 日以降開始する事業年度以降に解消が見込まれる

一時差異等に係る繰延税金資産及び繰延税金負債について適用される法定実効税率が 28.0％か

ら 28.9％に変更になりました。この変更により、当期末における繰延税金資産の金額（繰延税

金負債の金額を控除した金額）は 1,045 百万円、法人税等調整額は 3,373 百万円及びその他有

価証券評価差額金が 4,419 百万円減少しています。 

 

23. 契約者配当準備金の異動状況は以下のとおりです。 

 

当期首現在高 97 百万円 

当期契約者配当金支払額 11 百万円 

利息による増加額 0 百万円 

契約者配当準備金繰入額(△は戻入額) △ 0 百万円 

当期末現在高 85 百万円 

 

24. 関係会社の株式は 83,943 百万円です。 

 

25. 担保に供している有価証券の貸借対照表計上額は、38,594 百万円です。 

 

26. 保険業法施行規則第 71 条第 1 項に規定する再保険を付した部分に相当する責任準備金（以下

「出再責任準備金」という。）の金額は 1,328,615 百万円です。なお、当期において共同保険

式再保険を締結したことにより、責任準備金を 329,325 百万円戻し入れています。 

 

27. 1 株当たり純資産額は、28,528 円 31 銭です。 
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28. 売却又は担保という方法で自由に処分できる権利を有している資産は、消費貸借契約で借り入

れている有価証券であり、当期末に当該処分を行わず所有しているものの時価は 256 百万円で

す。 

 

29. 貸付金に係るコミットメントライン契約の融資未実行残高は、70,970 百万円です。 

 

30. 負債の部の社債は、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付

社債です。 

 

31. 退職給付に関する事項は以下のとおりです。 

（1）採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度及び退職一時金制度を設けていま

す。 

 

（2）確定給付制度 

①退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

期首における退職給付債務 43,613 百万円 

勤務費用 2,149 百万円 

利息費用 654 百万円 

数理計算上の差異の当期発生額 △ 6,165 百万円 

退職給付の支払額 △ 1,892 百万円 

過去勤務費用の当期発生額 – 

期末における退職給付債務 38,359 百万円 

 

②年金資産の期首残高と期末残高の調整表 

期首における年金資産 50,356 百万円 

期待運用収益 1,007 百万円 

数理計算上の差異の当期発生額 △ 677 百万円 

事業主からの拠出額 3,540 百万円 

退職給付の支払額 △ 1,892 百万円 

期末における年金資産 52,335 百万円 

 

③退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払年金費用

の調整表 

積立型制度の退職給付債務 38,359 百万円 

年金資産 △ 52,335 百万円 

未認識債務残高 9,692 百万円 

退職給付引当金（△は前払年金費用） △ 4,283 百万円 
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なお、執行役員等に対する退職給付引当金の当期末の残高は、3,610 百万円です。 

 

④退職給付に関連する損益 

勤務費用 2,149 百万円 

利息費用 654 百万円 

期待運用収益 △ 1,007 百万円 

数理計算上の差異の当期の費用処理額 74 百万円 

過去勤務費用の当期の費用処理額 – 

確定給付制度に係る退職給付費用 1,871 百万円 

 

 

⑤年金資産の主な内訳 

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、以下のとおりです。 

債券 45% 

生命保険一般勘定 19% 

株式 19% 

オルタナティブ 18% 

現金及び預金 △ 0% 

合計 100% 
 

(注) オルタナティブは、主にインフラストラクチャーファンド 

 及び不動産ファンドへの投資です。 

 

⑥長期期待運用収益率の設定方法 

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、

年金資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮して

います。 

 

⑦数理計算上の計算基礎に関する事項 

期末における主要な数理計算上の計算基礎は以下のとおりです。 

割引率 2.50％ 

長期期待運用収益率 3.00％ 
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２０２４年４月１日から

２０２５年３月３１日まで

（単位：百万円）

金　　額

              2,292,302

              1,326,540

              1,206,674

                119,866

                647,865

                429,727

預貯金利息                   1,812

有価証券利息・配当金                 358,675

貸付金利息                  65,663

その他利息配当金                   3,574

                 35,309

                  5,733

                166,343

                    330

                 10,422

                317,895

                315,648

                  1,775

                    470

              1,726,213

              1,226,056

                 92,835

                 95,980

                436,377

                217,305

                  3,240

                380,316

                 10,129

                 10,129

                      0

                146,440

                  5,636

                115,219

                    648

                    270

                 21,770

                  2,894

                319,093

                 24,493

                 22,356

                  2,136

                566,088

                      —

                 10,303

                    379

                  5,222

                  4,701

                   △ 0

                555,785

                164,139

              △ 11,264

                152,875

                402,910

税引前当期純利益

法人税及び住民税

法人税等調整額

法人税等合計

当期純利益

契約者配当準備金繰入額（△は戻入額）

その他運用費用

事業費

その他経常費用

税金

減価償却費

経常利益

特別利益

特別損失

固定資産等処分損

価格変動準備金繰入額

関係会社株式評価損

金融派生商品費用

解約返戻金

その他返戻金

再保険料

責任準備金等繰入額

支払備金繰入額

契約者配当金積立利息繰入額

資産運用費用

支払利息

有価証券売却損

有価証券評価損

有価証券償還損

給付金

為替差益

貸倒引当金戻入額

その他運用収益

その他経常収益

責任準備金戻入額

退職給付引当金戻入額

その他の経常収益

経常費用

保険金等支払金

保険金

年金

有価証券償還益

２０２４年度 損益計算書

科　　目

経常収益

保険料等収入

保険料

再保険収入

資産運用収益

利息及び配当金等収入

有価証券売却益
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（損益計算書の注記） 
 

1. 保険業法施行規則第 69 条第 3 項に基づき、第 1 回保険料は、原則として、保険契約上の責任が

開始している契約のうち、保険料の収納があったものについて、収納時に当該金額により計上

しています。 

また、第 2回目以後の保険料は、契約応当日が到来している契約のうち、保険料の収納があっ

たものについて、収納時に当該金額により計上しています。 

なお、収納した保険料のうち、期末時点において未経過となっている期間に対応する部分につ

いては、保険業法施行規則第 69 条第 1 項第 2号に基づき、責任準備金に積み立てています。 

 

2. 保険金等支払金（再保険料を除く）は、保険約款に基づく支払事由が発生し、当該約款に基づ

いて算定された金額を支払った契約について、支払時に当該金額により計上しています。 

支払備金は、保険業法第 117 条及び保険業法施行規則第 72 条に基づき、期末時点において支払

義務が発生しているもの、又は、支払事由が未報告でありながら支払事由が既に発生している

と認められるもののうち、それぞれ支払いが行われていないものについて計上しています。 

 

3. 関係会社との取引による収益の総額は 143 百万円、費用の総額は 26,517 百万円です。 

 

4. 有価証券売却益の内訳は、国債等債券 22,511 百万円、株式等 11,289 百万円、外国証券 1,507

百万円です。 

 

5. 有価証券売却損の内訳は、国債等債券 65,895 百万円、株式等 3,180 百万円、外国証券 46,143

百万円です。 

 

6. 有価証券評価損の内訳は、株式等 3 百万円、外国証券 644 百万円です。 

 

7. 責任準備金戻入額の計算上、差し引かれた出再責任準備金繰入額は、307,998 百万円です。 

 

8. 金融派生商品費用には、評価益が 24,717 百万円含まれています。 

 

9. 1 株当たり当期純利益は 10,946 円 98 銭です。 

 

10. 当社の連結子会社であるアフラックペット少額短期保険株式会社において、株式の実質価額が

投資簿価と比べて著しく低下したため、同社株式の減損処理を行い、関係会社株式評価損とし

て 1,300 百万円を特別損失に計上しています。 

また、当社の非連結子会社であるアフラック保険サービス株式会社において、株式の実質価額

が投資簿価と比べて著しく低下したため、同社株式の減損処理を行い、関係会社株式評価損と

して 3,401 百万円を特別損失に計上しています。 
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11. 関連当事者との取引に関する事項は以下のとおりです。 

属性 会社等の名称 議決権等 
の所有 

関連当事者 
との関係 取引の内容 取引金額 

（百万円） 科目 期末残高 
（百万円） 

親会社の 
子会社 

Aflac Re 
Bermuda Ltd. 

なし 再保険取引 
における 
出再先 

再保険収入  99,479  再保険貸  32,129  
再保険料  350,682  再保険借  25,899  
有価証券の売却 

売却額  259,894  
売却損  50,135  
売却益  255  
為替差益  45,102  

（取引条件及び取引条件の決定方針等） 
再保険取引については、一般の取引条件と同様に設定しています。 
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